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　また、本計画は、市川市総合計画 第二
次基本計画「Ｉ＆Ｉプラン２１」（平成２
３年度）の理念、基本目標、施策の方向を
踏まえたものであり、学校教育に関する
「学校教育３カ年計画」とともに、市川市
教育振興基本計画の部門別計画として位置
づけられるものとなっています。
　平成２５年６月１４日に閣議決定された
政府の「第２期教育振興基本計画」が示す
現状認識と課題および、現行計画の評価に
基づく施策の改善等を踏まえ、「自立、協
働モデル」としての生涯学習社会の実現に
向けた取り組みを具体的に示し、「創造モ
デル」としての生涯学習社会への基盤づく
りを目指すことを意図して、「第四次市川
市生涯学習推進計画」を策定することとい
たしました。

生涯学習推進計画の位置づけ

　「市川市基本構想」（昭和６１年）に示された「住みよい文化都市づくり」を生涯
学習の面から推進していくため、「市川市生涯学習振興指針」が平成８年に策定され
ました。この指針に基づき、関連事業を総合的な施策として体系づけることにより、
平成１１年度「市川市生涯学習推進計画」、平成１７年度「市川市生涯学習推進計画
（改訂版）」、平成２２年度に「第三次市川市生涯学習推進計画」を５カ年計画とし
て策定、平成２６年度は、その最終年度にあたります。
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第１章 第四次生涯学習推進計画策定の趣旨
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【市川市総合計画・第二編基本構想】

『人間尊重・自然との共生・協働による創造』
『ともに築く　自然とやさしさがあふれる　文化のまち　いちかわ』
『真の豊かさを感じるまち』
『生きがいを見いだす、いきいきとした生涯学習社会をつくります』

■生涯学習分野を取り巻く現状と課題

■生涯学習分野のねらい（中分類）

【第２期市川市教育振興基本計画】

『人をつなぐ　未来をつなぐ　市川の教育』
『市川の教育の姿』

施策の方向3­4
『生涯を通して 学び続けられる 学習環境を実現する』
  施策① 生涯学習機会の充実
  施策② 図書館機能を活用した学習活動の充実
  施策③ 博物館などの活用を通した学習活動の推進
  施策④ 公民館を活用した地域の学習拠点づくり
  施策⑤ 文化財の保護と活用

施 策 の 方 向

将 来 都 市 像
基 本 目 標 １

　そのためには、市民の学習ニーズに合わせて社会教育施設を活用する必要がありま
す。さらに、市内に残る貴重な学習資源を保護していく必要があります。

基 本 理 念

　情報通信技術の進展及び普及とともに、市民の価値観や嗜好、ライフスタイルが多
様化しています。そのような中で、市民の学習活動も多様化、専門化してきており、
高度な内容が求められています。

　また、学んだ成果を地域社会に還元することができ、生きがいを持って社会・地域
に貢献できるような体制づくりとさらなる指導者の育成に努め、層の厚い生涯学習環
境を構築することで、地域の教育力の向上を図ることも大切です。

　市川市では、多様な学習ニーズに応えるサービスの充実を一層進めるとともに、図
書館や博物館、公民館などの社会教育施設を情報の発信源や学びの拠点として有効に
活用し、誰もが生涯を通して学び続けることのできる学習環境の実現を目指します。

基 本 理 念

　多様な学習ニーズに応えるサービスの充実を一層進めるとともに、図書館や博物
館、公民館などの社会教育施設を情報の発信源や学びの拠点として有効に活用するこ
とで、誰もが生涯を通して学び続けることのできる学習環境の実現を図ります。

　子どもから大人まで、一人一人がそれぞれのライフステージに応じて、自主的、主
体的に活動できるように、多様な学習ニーズにも的確に応えられる体制づくりが必要
です。また、学んだ成果を地域社会に還元することができるように努め、地域の教育
力の向上を図ることも大切です。

　超高齢化社会に突入したといわれる社会情勢の中、子どもから大人まで、一人ひと
りがそれぞれのライフステージに応じて、自主的、主体的に活動できるように、多様
な学習ニーズにも的確に応えられる体制づくりが必要です。

基本的方向３

　さらに、市内に残る貴重な自然・風土・歴史・文化的資産を保護し、次世代に引き
継いで行くため、それらを学習資源として活用していきます。

　また、学びの成果を誰もが発揮できる活動の場を構築することで、生涯学習で得た
知識や成果を積極的に地域社会に活かせる機会や仕組みづくりを進めていきます。
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【計画改定の背景】

[協働]

　平成１８年改正の教育基本法第３条において、生涯学習の理念が次のように明記さ
れました。
『国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生
涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成
果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。』
　また、平成２０年２月に発表された中央教育審議会の答申『新しい時代を切り拓く
生涯学習の振興方策について』において、国民の学習活動を促進するために必要な視
点として
　
　ア．国民全体の人間力の向上
　イ．「公共」の視点の重視
　ウ．人の成長段階に即した多様な選択肢を提供する政策の重点化
　エ．実社会のニーズを生かした多様な学習機会の提供
　オ．情報通信技術の一層の活用
                                              　以上の５つの視点が取り上げられています。

[創造]

　という、新たな社会モデル　～知識を基盤とした自立、協働、創造モデルとしての
生涯学習社会の実現～　が示されました。

　さらに、平成２５年６月に閣議決定された第２期 教育振興基本計画では、「人口減
少、経済成長力の低下、財政の悪化、雇用不安や格差拡大による社会の不安定化、社
会保障の悪影響といった危機に対応するため、社会システム転換の必要性がある」と
して、

一人一人が、多様な個性・能力を伸ばし、充実した人生を主体的に切り拓い
ていくことのできる生涯学習社会

個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かして、共に支え合い、
高め合い、社会に参画することのできる生涯学習社会

[自立]

これらを通じて更なる新たな価値を創造していくことのできる生涯学習社会
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